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１．平成18年５月期の業績（平成17年６月１日～平成18年５月31日）

(1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年５月期 40,705 (39.2) 2,327 (25.4) 2,324 (26.8)

17年５月期 29,246 (37.5) 1,856 (25.1) 1,832 (26.4)

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年５月期 1,236 (27.0) 86 51 85 92 18.6 21.4 5.7

17年５月期 973 (27.3) 139 10 136 06 20.0 21.5 6.3

（注）①期中平均株式数 18年５月期 14,298,058株 17年５月期 7,001,418株

②会計処理の方法の変更 無

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年５月期 11,817 7,206 61.0 503 52

17年５月期 9,902 6,104 61.6 854 68

（注）①期末発行済株式数 18年５月期 14,313,000株 17年５月期 7,142,500株

②期末自己株式数 18年５月期 ―株 17年５月期 ―株

２．平成19年５月期の業績予想（平成18年６月１日～平成19年５月31日）

売上高 経常利益 当期純利益

百万円 百万円 百万円

中間期 24,432 1,132 600

通　期 52,960 2,810 1,490

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　103円74銭

３．配当状況

・現金配当
 １株当たり配当金 配当金総額

(百万円)
配当性向
（％）

純資産配当
率（％）中間期末 期末 年間

17年5月期 ― 20 20 142 14.4 2.3

18年5月期 ― 10 10 143 11.6 2.2

19年5月期（予想） ― 12 12 171 11.5 2.2

（注）17年5月期期末配当金の内訳　記念配当　10円　　普通配当　10円

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

なお、上記予想に関する事項は添付資料の7ページを参照して下さい。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）  

Ⅰ　流動資産  

１．現金及び預金  3,954,786 1,664,392 △2,290,394

２．売掛金 7,782 12,293 4,511

３．商品 736,680 1,056,584 319,903

４．貯蔵品 4,498 11,819 7,321

５．前渡金 － 2,280 2,280

６．前払費用 114,613 165,974 51,361

７．繰延税金資産 71,008 107,024 36,015

８．未収入金 86,977 117,655 30,678

９．預け金 180,575 172,879 △7,695

10．その他 53,071 52,772 △299

11．貸倒引当金 △74 △56 18

流動資産合計 5,209,919 52.6 3,363,621 28.5 △1,846,298

Ⅱ　固定資産  

(1）有形固定資産  

１．建物 ※１ 2,928,301 4,224,962  

減価償却累計額 511,360 2,416,940 921,904 3,303,057 886,116

２．構築物 440,256 537,844  

減価償却累計額 105,084 335,172 173,582 364,261 29,089

３．機械及び装置 650 650  

減価償却累計額 617 32 617 32 －

４．車両運搬具 19,846 20,767  

減価償却累計額 17,122 2,724 18,511 2,255 △468

５．工具器具備品 91,978 114,909  

減価償却累計額 42,562 49,416 55,253 59,656 10,239

６．土地 ※１ 595,407 1,639,936 1,044,529

７．建設仮勘定 113,460 741,359 627,899

有形固定資産合計 3,513,153 35.5 6,110,559 51.7 2,597,406
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前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

(2）無形固定資産  

１．ソフトウェア 18,684 29,265 10,581

２．電話加入権 3,497 3,497 －

３．水道施設利用権 14,338 21,473 7,135

４．その他 1,664 1,474 △190

無形固定資産合計 38,184 0.4 55,710 0.5 17,526

(3）投資その他の資産  

１．投資有価証券 17,449 53,558 36,109

２．関係会社株式 － 40,000 40,000

３．出資金 288 308 20

４．関係会社出資金 3,000 3,000 －

５．長期貸付金 260,111 888,176 628,064

６．長期前払費用 111,089 229,418 118,328

７．繰延税金資産 105,284 182,651 77,367

８．差入保証金 644,179 889,220 245,040

９．その他 － 1,998 1,998

10．貸倒引当金 △179 △314 △135

投資その他の資産合計 1,141,225 11.5 2,288,019 19.3 1,146,794

固定資産合計 4,692,562 47.4 8,454,290 71.5 3,761,727

資産合計 9,902,482 100.0 11,817,911 100.0 1,915,429

 

（負債の部）  

Ⅰ　流動負債  

１．買掛金 2,087,187 2,612,707 525,519

２．１年内返済予定長期借
入金

 260,341 152,175 △108,166

３．未払金 159,804 216,003 56,198

４．未払消費税等 49,937 94,208 44,270

５．未払費用 90,557 141,624 51,067

６．未払法人税等 531,154 788,936 257,782

７．預り金 149,710 165,238 15,528

８．前受収益 443 1,098 655

９．賞与引当金 46,954 58,212 11,258

10．その他 9,449 12,297 2,847

流動負債合計 3,385,541 34.2 4,242,502 35.9 856,961

－ 3 －



前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債  

１．長期借入金  337,327 246,601 △90,725

２．その他 75,090 121,922 46,832

固定負債合計 412,417 4.2 368,524 3.1 △43,893

負債合計 3,797,959 38.4 4,611,026 39.0 813,067

 

（資本の部）  

Ⅰ　資本金 ※２ 1,535,489 15.5 － － △1,535,489

Ⅱ　資本剰余金  

(1）資本準備金 1,697,169 －  

資本剰余金合計 1,697,169 17.1 － － △1,697,169

Ⅲ　利益剰余金  

(1）利益準備金 5,000 －  

(2）任意積立金  

１．別途積立金 1,770,000 －  

(3）当期未処分利益 1,094,120 －  

　　利益剰余金合計　 2,869,120 29.0 － － △2,869,120

Ⅳ　その他有価証券評価差額
金

2,744 0.0 － － △2,744

資本合計 6,104,523 61.6 － － △6,104,523

負債資本合計 9,902,482 100.0 － － △9,902,482

 

（純資産の部）   

Ⅰ　株主資本   

１．資本金  － － 1,538,289 13.0 1,538,289

２．資本剰余金   

(1）資本準備金  － 1,699,969  

資本剰余金合計  － － 1,699,969 14.4 1,699,969

３．利益剰余金   

(1）利益準備金  － 5,000  

(2）その他利益剰余金   

別途積立金  － 2,570,000  

繰越利益剰余金  － 1,388,174  

利益剰余金合計  － － 3,963,174 33.6 3,963,174

株主資本合計  － － 7,201,432 61.0 7,201,432
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前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

Ⅱ　評価・換算差額等   

１．その他有価証券評価差
額金

 － － 5,452 0.0 5,452

評価・換算差額等合計  － － 5,452 0.0 5,452

純資産合計  － － 7,206,884 61.0 7,206,884

負債純資産合計  － － 11,817,911 100.0 11,817,911
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(2）損益計算書

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 29,246,776 100.0 40,705,838 100.0 11,459,062

Ⅱ　売上原価  

１．期首商品たな卸高 488,429 736,680  

２．当期商品仕入高 22,956,126 31,711,068  

合計 23,444,555 32,447,748  

３．期末商品たな卸高 736,680 22,707,874 77.6 1,056,584 31,391,164 77.1 8,683,289

売上総利益 6,538,901 22.4 9,314,674 22.9 2,775,773

Ⅲ　販売費及び一般管理費  

１．広告宣伝費 130,712 208,886  

２．消耗品費 194,706 291,622  

３．貸倒引当金繰入額 146 244  

４．役員報酬 101,523 124,856  

５．給与手当 1,784,978 2,735,029  

６．賞与 41,084 63,305  

７．賞与引当金繰入額 46,954 58,212  

８．福利厚生費 116,187 159,265  

９．水道光熱費 358,886 542,890  

10．賃借料 601,442 958,065  

11．減価償却費 358,781 512,931  

12．リース料 261,331 342,877  

13．その他 685,998 4,682,734 16.0 988,856 6,987,045 17.2 2,304,310

営業利益 1,856,166 6.4 2,327,629 5.7 471,462

Ⅳ　営業外収益  

１．受取利息 2,562 4,414  

２．受取配当金 93 126  

３．受取賃貸料 7,200 7,200  

４．その他 428 10,284 0.0 1,904 13,645 0.0 3,361
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前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅴ　営業外費用  

１．支払利息 8,898 6,107  

２．賃貸費用 8,400 8,400  

３．新株発行費 15,347 512  

４．その他 1,462 34,108 0.1 1,948 16,968 0.0 △17,139

経常利益 1,832,342 6.3 2,324,305 5.7 491,963

Ⅵ　特別利益  

１．固定資産売却益 ※１ 252 252 0.0 － － － △252

Ⅶ　特別損失  

１．店舗閉鎖損失 ※２ 14,483   －    

２．減損損失 ※３ － 14,483 0.1 1,332 1,332 0.0 △13,151

税引前当期純利益 1,818,110 6.2 2,322,973 5.7 504,862

法人税、住民税及び事
業税

890,047 1,201,290  

法人税等調整額 △45,834 844,212 2.9 △115,221 1,086,069 2.7 241,857

当期純利益 973,898 3.3 1,236,903 3.0 263,005

前期繰越利益 120,222 － △120,222

当期未処分利益 1,094,120 － △1,094,120
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(3）利益処分計算書及び株主資本等変動計算書

利益処分計算書

第19期
（株主総会承認日

　　　平成17年８月25日） 

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益 1,094,120

Ⅱ　利益処分額

１．配当金 142,850

２．任意積立金

(1）別途積立金 800,000 942,850

Ⅲ　次期繰越利益 151,270

株主資本等変動計算書

第20期（自平成17年６月１日　至平成18年５月31日）

                                                                                                単位:千円

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成17年5月31日　残高 1,535,489 1,697,169 1,697,169 5,000 1,770,000 1,094,120 2,869,120 6,101,778

事業年度中の変動額

新株の発行 2,800 2,800 2,800 － － － － 5,600

別途積立金の積立 － － － － 800,000 △800,000 － －

剰余金の配当 － － － － － △142,850 △142,850 △142,850

当期純利益 － － － － － 1,236,903 1,236,903 1,236,903

株主資本以外の項目の事業年度中

の変動額（純額）
－ － － － － － － －

事業年度中の変動額合計 2,800 2,800 2,800 － 800,000 294,053 1,094,053 1,099,653

平成18年5月31日　残高 1,538,289 1,699,969 1,699,969 5,000 2,570,000 1,388,174 3,963,174 7,201,432

評価・換算差額等

純資産合計その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

平成17年5月31日　残高 2,744 2,744 6,104,523

事業年度中の変動額

新株の発行 － － 5,600

別途積立金の積立 － － －

剰余金の配当 － － △142,850

当期純利益 － － 1,236,903

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額）
2,707 2,707 2,707

事業年度中の変動額合計 2,707 2,707 1,102,361

平成18年5月31日　残高 5,452 5,452 7,206,884
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(4）キャッシュ・フロー計算書

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,818,110

減価償却費 358,781

賞与引当金の増減額（△減少） △1,555

貸倒引当金の増減額（△減少） 90

受取利息及び受取配当金 △2,656

支払利息 8,898

新株発行費 15,347

長期貸付金の家賃相殺額 13,531

長期借入金の家賃相殺額 △2,299

店舗閉鎖損失 10,061

有形固資産売却益 △252

売上債権の減少額 14,187

たな卸資産の増加額 △248,107

その他流動資産の増加額 △153,455

仕入債務の増加額 402,250

その他流動負債の増加額 100,897

その他固定負債の増加額 34,109

その他 2,435

小計 2,370,377

利息及び配当金の受取額 227

利息の支払額 △8,171

法人税等の支払額 △900,878

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,461,554
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前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △18,402

定期預金の払戻による収入 15,600

有形固定資産の取得による支出 △1,392,727

 　有形固定資産の売却による収入 566

無形固定資産の取得による支出 △20,353

差入保証金の払込による支出 △264,992

差入保証金の回収による収入 2,525

長期貸付けによる支出 △97,000

その他 △11,911

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,786,694

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △280,784

株式の発行による収入 1,560,179

配当金の支払額 △66,668

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,212,726

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額 887,586

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 2,785,491

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高 3,673,078
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均

法により算定）

(1)子会社及び関連会社株式

 移動平均による原価法

(2)その他の有価証券 

 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

 時価のないもの

 移動平均による原価法

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

(1）商品

小売部門

売価還元法による低価法

ただし、生鮮品は最終仕入原価法

による原価法

(1）商品

同左

卸売部門

総平均法による原価法

(2）貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(2）貯蔵品

同左

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。

建物　　　　　15～34年

構築物　　　　10～20年

工具器具備品　 3～20年

(1）有形固定資産

同左

(2）無形固定資産

ソフトウェア

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

ソフトウェア

同左

その他の無形固定資産

定額法

その他の無形固定資産

同左

(3）長期前払費用

定額法

(3）長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

４．繰延資産の処理方法 新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。

平成16年8月5日付一般募集による新株式

の発行は、引受証券会社が引受価額で引

受を行い、これを引受価額と異なる発行

価格で一般投資家に販売する買取引受契

約（「新方式」という。）によっており

ます。「新方式」では、発行価格と引受

価額との差額は、引受証券会社の手取金

であり、引受証券会社に対する事実上の

引受手数料となることから、当社から引

受証券会社への引受手数料の支払はあり

ません。

 平成16年8月5日付一般募集による新株

式の発行に際し、発行価格と引受価額の

差額総額は83,125千円であり、引受証券

会社が発行価格で引受を行い、同一の価

額で一般投資家に販売する買取引受契約

（「従来方式」という。）による新株式

発行であれば、新株式発行費として処理

されていたものであります。

このため「新方式」では、「従来方式」

に比べ、新株発行費は83,125千円少なく

計上され、また経常利益及び税引前当期

純利益は同額多く計上されています。 

新株発行費

 　　支出時に全額費用として処理してお

　　ります。

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により回

収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員の賞与の支給に充てるため、支

給見込額に基づく当期負担額を計上して

おります。

(2）賞与引当金

同左

６．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

７．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

３か月以内の定期預金からなっております。

 ──────

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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  会計方針の変更

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日

至　平成18年5月31日）

― 固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会平成14年8月9日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第6号

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。

これにより、税引前当期純利益は1,332

千円減少しております。

なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産

の金額から直接控除しております。

― 貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準

 当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第5号平成17年12月9日）及

び「貸借対照表の純資産の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第8号平成17年12月9日）

を適用しております。　　　　　　　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成17年５月31日）

当事業年度
（平成18年５月31日）

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

※１．担保に供している資産及びこれに対応する債務は次

のとおりであります。

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産

建物       238,210千円

土地 566,380

計 804,590

建物    215,184千円

土地  566,380

計  781,564

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

長期借入金       345,000千円 長期借入金    243,000千円

　なお、長期借入金には１年内返済予定長期借入金を

含んでおります。

　なお、長期借入金には１年内返済予定長期借入金を

含んでおります。

※２．会社が発行する株式の総数 ※２．会社が発行する株式の総数

 ──────

普通株式 21,800,000株   

発行済株式の総数  

普通株式       7,142,500株     

３．配当制限

　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価を

付したことにより増加した純資産額は2,744千円であり

ます。

３．配当制限

 ──────
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

※１．固定資産売却益の内訳 ※１．固定資産売却益の内訳

車両運搬具 252千円 ──────  

※２．店舗閉鎖損失の内訳 ※２．店舗閉鎖損失の内訳

建物    8,727千円

構築物 887

工具器具備品 448

リース解約損失 3,005

現状復旧費用 1,290

その他 126

──────  

※３．減損損失

 

──────  

※３．減損損失

 当事業年度において、当社は以下の資産について

 減損損失を計上しております。

（1）用途　　　　営業店舗

（2）場所　　　　岡山県岡山市

（3）種類及び減損損失

建物    1,193千円

工具器具備品 139

  当社は営業店舗を個別単位として資産のグルーピ

　ングを行っております。当事業年度において

　立地の変化等により営業活動から生じる損益が継

　続してマイナスとなる営業店舗について、帳簿金

　額を回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損

　失として特別損失に計上しております。

　なお、当資産グループの回収可能額は、使用価値

　により測定し、その価値を零としております。

 (株主資本等変動計算書関係)

 　当事業年度(自　平成17年6月1日　至　平成18年5月31日)

 　　自己株式の種類及び株式数に関する事項

 　　　　該当事項はありません。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 3,954,786千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △281,707

現金及び現金同等物 3,673,078

（当期中に発行済株式数の増加）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

  ①平成16年7月12日開催取締役会決議に基づく、平成

    16年8月4日を払込期日とした公募増資

  発行株式数　　　　　　350,000株

  発行価格　　　　　　　　4,560円

  資本組入額　　　　　　　2,162円

②平成16年7月12日開催取締役会決議に基づく、平成

　16年8月31日を払込期日とした第三者割当増資

  発行株式数　　　　　　　4,500株

  発行価格　　　　　　　　4,322円50銭

  資本組入額　　　　　　　2,162円

　 ③平成14年12月9日開催臨時株主総会決議 により発

　　 行した新株予約権の内、当期中の新株予約権権利

　　 行使による108,000株の新株式の発行

   発行株式数　　　　　 108,000株

   発行価格　　　　　 　　　400円

   資本組入額　　　　 　　　200円
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①　リース取引

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。

②　有価証券

前事業年度（平成17年５月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

種類

前事業年度（平成17年５月31日）

取得原価
（千円）

貸借対照表計
上額（千円）

差額
（千円）

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの

(1）株式 12,840 17,449 4,608

(2）債券

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 12,840 17,449 4,608

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの

(1）株式 － － －

(2）債券

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 12,840 17,449 4,608

当事業年度（平成18年５月31日現在）

子会社株式で時価のあるものはありません。

③　デリバティブ取引

前事業年度（自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

④　退職給付

前事業年度（自　平成16年６月１日　至　平成17年５月31日）

　当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。
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⑤　税効果会計

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

当事業年度
（自　平成17年６月１日
至　平成18年５月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産

賞与引当金  18,988千円

未払事業税 34,566

減価償却費 90,929

その他 33,672

繰延税金資産合計 178,156

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △1,863

繰延税金負債合計 △1,863

繰延税金資産の純額 176,293

繰延税金資産

賞与引当金 23,701千円

未払事業税 53,769

減価償却費 163,023

その他 52,884

繰延税金資産合計 293,378

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △3,701

繰延税金負債合計 △3,701

繰延税金資産の純額 289,676

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

繰延税金資産の純額は貸借対照表の以下の項目に含ま

れております。

流動資産－繰延税金資産  71,008千円

固定資産－繰延税金資産 105,284

流動資産－繰延税金資産  107,024千円

固定資産－繰延税金資産 182,651

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 　40.4％

（調整）

留保金額に対する税額 4.8

住民税均等割 0.8

その他 0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.4

法定実効税率 40.4％

（調整）

留保金額に対する税額 5.4

住民税均等割 1.1

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.7
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　　⑥（持分法損益等）

前事業年度
（自　平成16年６月１日
至　平成17年５月31日）

　　　　該当事項はありません。
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⑦　関連当事者との取引

前事業年度（自平成16年６月１日　至平成17年５月31日）

(1）役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 大賀昭司 － －
当社代表

取締役社長

(被所有)

直接45.0
－ －

不動産賃借

被保証
－ － －

　（注）　当社代表取締役社長大賀昭司より一部の店舗賃借契約について保証を受けております。なお、保証料の支払い

は行っておりません。
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７．役員の異動
 1．新任取締役候補

 取締役　　　　　　　　　　　　菊池　和裕　（営業本部長）

 取締役　　　　　　　　　　　　橋本　義雄　（総務部長）
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